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　「行政手続に関する報告」（昭和39年2月臨時行政調
査会第三専門部会第二分科会）の「行政手続法草案」
は「草案」で終り，「法律」にまで発展しなかったが，
わが国の法制度において画期的な意義をもつものであ
った。
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　わが国の行政手続の法制に重要な問題提起をした群
馬中央バス事件（東京地昭和38．12．25判・判例時報
361号16頁，東京高昭和42．7。25判・判例時報492号3
頁，最高昭和50．5．29・1小判・判例時輯779号21頁）
をとりあげ，適正手続という観点から考察した場合，
どのようなことが法的に問題となっているかを検討し
た。
　本件については，（1）憲法13条，31条は行政上の適
正手続の憲法上の根拠規定となり得るか，（2）国民は
つねに恣意独断を疑われることのないような手続によ
って行政庁の処分を受ける手続上の保障を受けている
か，（3）裁判所は，行政庁の専門技術的な知識，経験
ないし公益上の裁量判断によらなければならないよう
な行政処分について，適正手続の立場から介入できる
か，（4）適正手続という観点から見た場合，営業の許
可を行う場合の手続と公企業の特許を行う場合の手続
とは異なるか，（5）運輸審議会は，現行法上，いわゆ
る諮問機関たる性質を有するにとどまるのか，あるい
は行政庁の意思決定に参与する実質上の参与機関か，
（6）運輸審議会が公聴会を開くか否かを決定する基準
は何か，⑦処分権者である運輸大臣は，運輸審議会
の答申をどの程度尊重しなければならないか，（8）処
分権者が直接利害関係を有する事案について処分をす
ることは，適正手続に反しないか，（9）行政庁が行う
処分の性質，目的，内容により，処分を行う場合の公
正な手続の内容は異なるか，㈹申請事案についてど
のような手続，方法で審理し，聴聞を行うかは行政庁
の裁量に委ねられるべきであるのか，ω運輸審議会
の審理手続に違法事由があった場合には，自動車運送
事業の免許申請却下処分は当然に違法となるのか，な
ど，行政処分手続と適正手続との関係において問題と
なっている諸点をあげ，検討した。
　昭和40年以降発生した公害，環境問題をめぐって裁
判所に提起された行政訴訟について，最高裁は，司法
権の限界論や訴訟手続論などを理由に介入することを
拒否してきたが，裁判所が積極的にかかる事件に介入
し，違法行政を是正するための一つの重要な法理論と
して，「行政手続」論が主張されているのである。
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